
上田交通株式会社 単位：円

475,554,652 731,473,850

267,461,936 420,000,000

44,696,347 113,418,000

150,649,136 142,279,838

4,089,602 23,851,914

2,630,579 6,331,300

6,027,052 12,020,000

13,572,798

1,695,829,637 433,813,708

1,216,169,171 299,049,000

694,166,631 114,257,508

6,186,475 14,525,200

11,602,756 5,982,000

466,667,043

19,042,000

18,504,266 1,165,287,558

157,667 1,005,213,615

157,667 160,000,000

109,000,629

479,502,799 109,000,629

457,398,154 736,212,986

16,466,533 9,237,880

5,638,112 726,975,106

4,480,000

722,495,106

(83,928,108)

883,116

883,116

1,006,096,731

2,171,384,289 2,171,384,289

前 払 費 用

貯 蔵 品

流 動 負 債

分 譲 土 地

流 動 資 産

年内返済長期借 入 金

未 払 金

未 収 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

貸 借 対 照 表
２０２５　年　３　月　３１　日　現　在

現 金 預 金

資 　産 　の 　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

短 期 借 入 金

そ の 他 の 投 資 等

その他有価証券評価差額金

関 係 会 社 株 式

負 債 及 び 純 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

資 産 合 計

資 本 準 備 金

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

株 主 資 本

投 資 そ の 他 の 資 産

建 物 ・ 建 物 付 属 設 備

構 築 物

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ う ち 当 期 純 利 益 ）

そ の 他 の 流 動 資 産 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産

そ の 他有形固定 資産

長 期 リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

長 期 預 り 保 証 金

長 期 借 入 金

リ ー ス 資 産

土 地

機 械 装 置



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

①時価のあるもの

②時価のないもの
移動平均法による原価法

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法
①販売用不動産

②貯蔵品

（３）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産除く）

②無形固定資産（リース資産除く）

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

（４）引当金の計上基準
①貸倒引当金

②賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

③退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、期末退職給付債務を計上しております。

（５）収益及び費用の計上基準

（６）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

個　別　注　記　表

決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

定率法（ただし、上田東急REIホテル建物及び１９９８年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除
く）並びに２０１６年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法）を採用して
おります。

定額法（尚、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法）
を採用しております。

地区別総平均法による原価法（貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

移動平均法（一部最終仕入法）による原価法（貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

尚、不動産の賃貸借取引はオペレーティングリース取引に該当しており、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じて会計処理を行っております。そのため、収益認識基準の適用範囲外となっております。

当社は主にホテル業と不動産業を行っております。ホテル業では、顧客に対して短期の宿泊及びホテルに
付随する宴会場・レストランにおける飲食等のサービスを提供する履行義務を負っており、サービスの提供
に応じて収益を認識しております。不動産業の土地販売に係る収益は、顧客との契約に基づき商品を引渡
す履行義務を負っており、商品を引渡す時点において収益を認識しております。

尚、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース
取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引及び重要性の低いリース取引について
は、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっております。

貸倒懸念債権等の特定の債権について、個別に回収可能性を検討し回収不能見込み額を計上して
おります。

１９９９年度より特定退職金共済制度へ加入したため、１９９８年度期末退職給付債務を凍結し、要支給
額を全額計上しております。



２．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 円
（２）担保に供している資産

建物及び構築物 円
土地 円
合計 円

上記に対応する債務
短期借入金 円
長期借入金 円
合計 円

（３）関係会社に対する金銭債権・金銭債務
短期金銭債権 円
長期金銭債権 円
短期金銭債務 円
長期金銭債務 円

３．損益計算書に関する注記
（1）当期減価償却資産の償却実施額 円
（２）関係会社との取引高

営業収益 円
営業費用 円
営業外収益 円
営業外費用 円

（３）顧客との契約から生じる収益 円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当期末における発行済み株式数は、普通株式320,000株であります。

５．収益認識に関する注記
（１）収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金であります。
（2）金融商品の時価に関する事項

（単位：円）

現金預金
未収金
投資有価証券

その他の有価証券
未払金
短期借入金
長期借入金（*1）
（*1）年内返済長期借入金を含めております。
（*2）負債に計上されているものについては（　）で示しております。

（注１） 金融商品の時価の算定方法に関する事項
①現金預金、未収金、未払金、短期借入金

②投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

③長期借入金

（注２）

646,688,722

当社は資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して
おります。

(412,467,000)

                       -

3,257,000

1,585,233

2,771,117,828

857,487,029

1,585,233

58,885,888

447,207

9,949,440

-                                    

-                                    
162,497

205,760,109

10,000,000

未収金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証
券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

                       -

                       -(142,279,838)

差　額

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価格
と近似していると考えられるため、当該帳簿価格によっております。固定金利によるものは、元利金の
合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっておりま
す。

(420,000,000)                        -

267,461,936
44,696,347

                       -
44,696,347

(409,210,000)
(420,000,000)

210,798,307

200,000,000

381,835,000
181,835,000

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格に近似していることから、当該帳簿価格によって
おります。

非上場株式（貸借対照表計上額14,881,300円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見
積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「投資有価証券　その他の
有価証券」には含めておりません。

(142,279,838)

時価（*2）

267,461,936

2,334,298

2023年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。

貸借対照表計上
額（*2）

825,294,165



７．賃貸等不動産に関する注記
（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は長野県において、賃貸商業施設（土地を含む。）を有しております。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：円）

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）

８．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社 （単位：円）

関係
内容

取引
内容

勘定
科目

被所有
直接 48.6%
間接 3.6%

（２）子会社 （単位：円）
関係
内容

取引
内容

勘定
科目

所有
直接 100%

関係
内容

取引
内容

勘定
科目

所有
直接 100%

（注１） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,144円
（２）１株当たり当期純利益 262円

１０．リースにより使用する固定資産に関する注記

事務管理
費等

           2,495,380親会社 東急株式会社

738,479,418

種類

会計システ
ム利用等

議決権の所有
（被所有）割合

取引金額

賃貸等不動産 361,602,461
賃貸等不動産として使用され
る部分を含む不動産

会社等の名称

貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用している機械装置
及び電子計算機並びにその周辺機器他があります。

期末残高取引金額

447,207
事務管理
費等

 未収金

種類 会社等の名称
議決権の所有
（被所有）割合

取引金額 期末残高

子会社 475,264
株式会社上田
東急ＲＥＩホテル

ホテルの
業務委託

業務委託
料等

200,298,805  未払金

種類
議決権の所有
（被所有）割合

会社等の名称

9,949,440子会社
上田電鉄株式
会社

55,176
 システム
利用料等

期末残高

当期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標を用いて調整を行っ
たものを含む。）であります。

時　　価貸借対照表計上額

尚、賃貸商業施設の一部については当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含
む不動産としております。

818,340,030

1,702,653,101

 未払金


